
№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

1

2 10 現在も進行中であり、「警戒区域」を
始めとしたさまざまな区域が設定さ
れ、未だ・・・・地域もある。

　本県は、原発事故によりさまざまな障害
が出ているが、特に相双地方は大きな被害
と計り知れない精神的な苦痛にあっている
ことから、本文中、さまざまな箇所に“警戒
区域”“緊急時避難準備区域”などの地域
設定内容等を記載すべきである。

○素案のとおりとします。
警戒区域等の記載が必要な箇所
については、本文中に盛り込まれ
ていることで御理解願います。

2

3 6 当該個所に記載されている「取組み」
とその他の個所（６ｐ１２行など）に記
載されている「取り組み」の表現統
一。その他、「様〄」と「さまざま」、
「一人ひとり」と「一人一人」について
も同様に表現統一。

○御意見を踏まえ修正しました。
・「取り組み」は動詞、「取組み」は
名詞と整理しております。
・「様〄」に統一します。
・「一人一人」に統一します。

3

3 13 「国の復興基本方針を踏まえながら」
を追加。

復興計画策定に資する国の基本方針の骨
子が示されたことによる。

○素案のとおりとします。
国に対し県の意見が反映されるよ
う取り組んできた結果、国の基本方
針と復興ビジョンの方向性は合致し
ているものと考えています。

4

3 14 「策定をする。」を末尾に追加。 文章の構成上、必要である。 ○御意見を踏まえ修正しました。
「～追加・修正を行うことを前提とし
策定する。」

5

4 31 計画期間を単に１０年とするのでは
なく、１期何年・２期何年としてはどう
か。

より現実味のあるビジョンとするために緊
急的対応は何年。原子力災害対策は何
年。ふくしまの・・・は何年。といった考え方
の方がよいのではないか。

○今回の災害は甚大で、原発事故
も伴っているため、復興には相当な
期間がかかることから10年としまし
た。また、現時点では原子力事故
が収束していないことから、具体的
な期間は示すのが難しいところで
すが、収束状況等を踏まえて、復興
計画は累次追加・修正します。

6

5 11 「脱原発」の理念は否定しないが、長
期にわたる廃炉手続きと立地地域は
どう向き合っていくのか。
そうした記述が必要ではないのか。

「脱原発」の理念は否定しないが、長期に
わたる廃炉手続きと立地地域はどう向き
合っていくのか。
そうした記述が必要ではないのか。

○素案のとおりとします。
廃炉の手続きは事業者が国に対し
届け出るものですが、長期にわた
るものなので、県としても監視機関
を誘致するなど、安全管理を行って
いきたいと考えています。

7

5 11 福島県は原発はやらないと明記すべ
き。または、すべて廃炉にすると記載
すべき。

○素案のとおりとします。
廃炉の手続きは事業者が国に対し
届け出るものと考えております。

8

5 18 「脱原発」という考え方について、今
後の発電所のあり方について

原子力発電所の立地であることによる財源
措置、あるいは多くの雇用創出があったこ
とから、新たな再生可能エネルギー政策に
移行する上では同等以上の地域の再生、
活性化につながることが重要と考えられ
る。

○御意見のとおり、原子力発電所
に代わる新たな産業の創出及び雇
用の創出を図りたいと考えていま
す。

9

5 18 『「脱原発」という考えの下、原子力に
依存しない社会を目指す』を、『「原子
力に過度に依存しない社会を目指
す』に修正（「脱原発」という考えの下
を削除）。

今回の原子力発電所事故による被害は甚
大であり、その安全性は改めて議論の必要
があるところですが、各自治体では、雇用
等の面において、長期にわたって住民生活
のなかで発電所の存在が重要な位置を占
めてきました。復興ビジョンにおいては、首
都圏のエネルギー拠点としての誇りをもっ
てきた住民の感情と整合的な方向性を打ち
出されることを希望します。

○素案のとおりとします。
今まで首都圏のエネルギーの拠点
として電力を供給してきたことは十
分認識しています。しかし、今回の
原子力事故は甚大な被害を本県に
及ぼし、全世界にも影響を与えまし
た。また、安全性の確保も十分とは
言えません。よって、ふくしまは原
子力に依存しない社会を目指すと
したところです。

10

5 18 「脱原発」を明記しているがP26の13
行では「原子力発電所の安全性」と
なっているため、整合性がないので
はないか。

脱原発を明記するのであれば、ビジョン全
体で統一した方がよい。

○素案のとおりとします。
ここでの安全性とは、事故があった
第一、冷温停止の第二ともに原子
炉がある限りその安全性を確保し
なければならないことを記載してい
ます。

11

5 20 再生可能エネルギーの飛躍的な推
進を図る

福島大学共生システム理工学類の佐藤理
夫（みちお）教授によれば、福島県は2009
年実績で、一時エネルギー供給の約2割が
再生可能エネルギーという先進県とのこと
であるので、この点を強調すべき。

○御意見として参考にします。

「福島県復興ビジョン（素案）」に関する市町村意見と意見に対する県の考え方
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№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

12

5 31 「今後さらに」を削除し「エネルギー需
要の増大」を末尾に追加。

文章の構成として訂正の必要がある。 ○素案のとおりとします。
ここでは、エネルギー需要の増大と
いうよりは、人口とエネルギー供給
基地の一極集中（需要と供給の関
係）を示したいため、このような記載
になったことを御理解願います。

13

5 35 「地域でエネルギー自立を図る多極
分散型のモデルを率先して提示す
る。あわせて、」を削除。

首都圏への重要なエネルギー供給拠点と
いうことが、福島県のアイデンティティーの
一つであったと考えます。これまで整備され
た送電線網などのインフラを今後も有効利
用し、エネルギー供給基地として福島県を
復興していくという道も考えられるのではな
いでしょうか。

○素案のとおりとします。
今後は多極分散型で、それぞれの
地域の特性を活かした再生可能エ
ネルギーの推進が必要であると考
えます。

14

5 36 「多極分散型」を「エネルギー立県」
に変更。

使い古された「多極分散型」よりは、直接的
な表現にしたほうが良いと考えられる。

○素案のとおりとします。
ここでは地域の特性に合った、多様
なエネルギーを組み合わせることを
示したいため、多極分散型としま
す。

15

6 2 　「○原子力発電所建設・運転等原
子力政策の方針決定の場に、立地
自治体のみならず、他地域の自治体
も関与できるような組織機構を築く必
要がある。」を追加する。

　原発事故による被害は、原発立地地だけ
ではなく広範囲に及ぶため、他地域の自治
体の意見も取り入れる必要があると考える
ため。
　また、現在原発を立地している他県が、
原発の建設・運転等に関して地域住民の
意向をより反映することができるように、本
県が率先して提案する必要があると考える
ため。

○御意見として参考にします。

16

6 17 「本県に救援物資～」を「本県を始め
東北地方に救援物資～」に修正

　本県のみならず、広く東北地方への物資
供給の役割を果たしてきたと認識していま
す。

○素案のとおりとします。
ここでは、福島県の状況を中心に
記載していることを御了承願いま
す。

17

6 19 「従来、採算性の面では課題のあっ
た」を削除し、「影響の尐なかった」を
追加

　磐越自動車道は東北と関東、関東以西を
結ぶ重要な路線であり、今般の大震災の
みならず、中越沖地震でも大きな役割を
担ってきました。また採算性で課題のあっ
たのは一部区間であると認識しており、21
行目の表現で十分「採算性」の意味は読み
取れると思います。（問題路線的な印象を
受けます。）

○御意見を踏まえ修正しました。
「大震災による影響がなかった」と
「従来、採算性の面では課題のあっ
た」を削除

18

6 26 「（26行）状況～（35行）社会を目指
す。」までを削除し、「状況となってい
る。また、原子力災害により、県民は
健康に対する不安を抱えて暮らして
いる状況にもある。こうしたことから、
放射性物質による影響から、将来に
わたって県民の健康を守り、どこより
も安全で安心して子育てのできる環
境を整備するとともに、全国に誇れる
健康長寿の県づくりを進め、全ての
県民が安全でで安心して暮らすこと
のできる社会を構築する。」に修正

　ここで「わが国全体が～」の表現は不要と
考えます。また「今回の災害を契機として」
といった表現からは、これまで安心して子
育てができる環境整備への取組がなされ
てこなかった印象を受けます。
　さらに、28行「どこよりも安全～」と31行
「県民は健康に対する不安を抱え～」の表
現に違和感が感じられます。

○素案のとおりとします。
今回の災害で甚大な被害を受けま
したが、復興に向けてどこよりも安
全で安心して育てができる環境の
整備、全国にも誇れるような健康長
寿の県づくりを進めていく旨を記載
しています。

19

7 19 「復興のための財源の確保」を具体
性を持たせた表現に変更をする。

国では、すでに「一括交付金」「基金設置」
による柔軟な支援を打ち出しており、福島
県として必要な財政的支援を例示すべきと
考える。

○素案のとおりとします。
「復興ビジョン実現のために」へ記
載していますが、具体的な財政的
支援については、復興計画の中で
検討します。

20

7 19 「復興に当たっての特区」を具体性を
持たせた表現に変更をする。

国では、すでに「復興特区制度」の創設を
既に打ち出しており、福島県として必要な
特区の姿を例示をしてでも明示すべきと考
える。

○素案のとおりとします。
「復興ビジョン実現のために」へ記
載していますが、具体的な特区に
ついては、復興計画の中で検討し
ます。

21

8 1 「避難者」の定義を示してほしい。
（例：避難準備区域等が解除されても
不安で町に戻らない人）

避難準備区域等が解除されても不安で町
に戻らない人は「避難者」にはならないの
か。どう整理するのか。

○国の原子力損害賠償紛争審査
会で取りまとめた「中間指針」にお
いては、「避難等対象者」が定義さ
れております。
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№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

22

9 3 　避難を余儀なくされた県民を含め
全ての県民がふるさとで元気な生活
を取り戻すことができた日にこそ、ふ
くしまの復興の第一歩が記されると
いう思いを県民全てが共有しながら
復興を進める。

　ふくしまの復興の達成は、原発問題の収
束をはじめ、避難されている方を含めた全
ての県民が対象であり、多くの課題が成し
遂げられたときに示されるものと思料され
るため。

○御意見のとおり修正しました。

23
9 10 「持てるような」を「持つことのできる」

に修正
　表現が弱いような印象を受けます。 ○御意見のとおり修正しました。

24

10 1 復興に向けた主要施策の優先順位
は、どうか。

福島県の場合は、まず第一に原子力災害
対応ではないかと思われるため。

○主要施策はどれも重要であり、
優先順位を特に設けていないこと
を御理解願います。

25

10 1 緊急的対応、ふくしまの未来を見据
えた対応、原子力災害対応の３柱に
ついて、それぞれの柱の性格を明記
することが必要。

ビジョンにおいてはそれぞれをどのような
認識で整理しているかということを県民の
理解を促すためにも、表示しておくことが必
要。この点の明記により、緊急対応として
行う部分と中長期的に行う部分が比較的
整理可能になると考えられる。

○御意見を踏まえ修正しました。
10頁９行『～づけた。そして中長期
的な対策として、「ふくしまの未来を
見据えた対応」にまとめた。』

26

11 1 今回の地震で「大きな被害がなかっ
た地域」の役割を位置づけるべきで
ある。

　今般の地震においても人的、物理的な面
で、「余力」を持つ会津地域を有効に活用
すべきであり、このことが福島県民とその
暮らしを「守る」ことにつながると考えます。
また会津地域の活力を再生するで、本県の
一刻も早い復興が期待できるものと考えま
す。

○素案のとおりとします。
基本理念２で、被害が大きかった地
域をそれ以外の地域が支援するこ
とも含め、「ふくしま」全体で支え合
いと記載しています。

27

11 1 緊急的対応に「原発事故によりる避
難自治体や住民を受け入れている自
治体」の施策を追加すべき

　13行から15行に受入れ自治体について
の表現があるものの、施策の項目立て、施
策の位置づけが行われていません（ｐ13の
30行～のみ）。全県を対象とする緊急対応
であれば、こうした受入れ自治体への対応
（支援）についても述べるべきと考えます。

○素案のとおりとします。
避難自治体に対して人的支援等を
行うことで、受入市町村の事務負
担軽減につながっていると認識して
いますので、御理解願います。

28

11 1 通常災害被災部分と原子力災害被
災部分を区分した記載が必要。

自然災害と原発事故による災害は、課題
や対応スタンスが異なっており、相互を混
在させてしまうと問題の認識誤りやニーズ
に合わない対応策の実施につながる恐れ
があり、現にそのような傾向が生じている。
原発事故災害（以下「原災」）では国の責任
は大きく、解決の役割も異なってくる。

○原子力災害については、緊急的
対応に記載した⑧原子力災害への
緊急的対応と、原子力災害対応と
いう一つの柱に位置づけしたことを
御理解願います。

29

11 1 原発被災者特有の課題の明示とそ
の解決施策の提示が必要

原災被災者が一般被災者に包含されてお
り、深刻な状況にあることが見えない印象
を生んでいる。根本的な拠点を失った方〄
（農地を失った農業者、事業拠点や顧客を
失った商工業者、自らの校舎やグラウンド
を失った高校生など）は、区分けして認識
（明示）しておくことが不可欠。その上でそ
れぞれに対応した主要施策を最低限提示
しておくことが必要。

○原子力災害については、緊急的
対応に記載した⑧原子力災害への
緊急的対応と、原子力災害対応と
いう一つの柱に位置づけたことを御
理解願います。

30

11 1 警戒区域等が解除になってもインフ
ラ整備、雇用の問題をどうするのか。

○御意見については、原子力発電
所事故の収束状況を踏まえ、復興
計画の中で検討します。

31

11 16 「原子力災害の対応～対応してい
く。」を「原子力災害については、事
故の影響を綿密に調査、把握し、県
として適切な対応を図る。」に修正

　原子力災害は「事故の収束」にて終わる
ものではないことから、「原子力発電所事
故の収束状況を踏まえて」ではなく、緊急
的対応だからこそ、現状（収束状況ではな
く）を踏まえて取組まなければならないと考
えます。県民が安心できる表現が求められ
ます。

○素案のとおりとします。
ここでは原発事故の収束状況に応
じての方針を示していることを御理
解願います。

32

11 19 被災者の心のケア 仮設住宅入居者に対する悩みの解消、生
活支援、明るい将来のためのケアの主体と
方法について明確にすることが必要と考え
られる。

○御意見については、復興計画の
中で検討します。
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№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

33

11 19 「①被災者住居の確保と幅広い生活
支援・心のケア」の項目に「放射能の
正しい知識を伝える」を追加する。

放射能の健康被害に関する情報が曖昧で
あり、今後、放射能と向き合って生活する
のにあたり、県民に対して正しい情報を提
供する必要があるため。

○御意見を踏まえ修正しました。
・原子力災害対応①「（ウ）～県民
にわかりやすく迅速に情報発信す
るほか、放射線に関する知識の普
及をすすめる。」
・緊急的対応⑧（ク）「～さらに、国
に対し放射線に関する各種安全基
準の早急な設定や、健康に関する
情報の迅速な開示を求める。」
・原子力災害対応④（ア）「～さら
に、国に対し放射線に関する各種
安全基準の早急な設定や、健康に
関する情報の迅速な開示を求め
る。（再掲）」

34

11 19 「⑧原子力災害への緊急的対応」を
最前面へ整理頂きたい

現局面においては、原子力災害が本県災
害の致命的な状況を生み出しており、極め
て重大な事項。本県は原災の被災県であ
り、緊急的対応の筆頭事項として頂きた
い。

○素案のとおりとします。
項目により優先順位を付けてはい
ないことを御理解願います。

35

11 22 「ニーズ」を「意向等」の表現に修正 　「ニーズ」の表現は「求めがあって初めて
対応する」といった印象を受けます。「ニー
ズ」の前に、被災された方〄が「今後どのよ
うに自立するか」についての道筋を共に考
えることが重要と考えます。

○素案のとおりとします。
「ニーズ」とは、求めがなくても、被
災者の意向を踏まえた対応をする
ことと解釈しています。

36

11 25 「・・・県民の住環境の確保を進め
る。」を「県民は県内避難者と比較
し、住環境を含めた生活支援が不足
していることから、早期に各都道府県
へ支援の取組依頼を進めると共に、
県外から戻る県民のために、県内で
の民間借上げ特例措置制度を継続
する。」に修正

現在も、各都道府県へ生活支援を依頼は
されているが、依然として県内で実施され
ている民間借上げ住宅（特例措置）等の制
度が実施されている県が尐なく、県外避難
者は厳しい状況にあるので、引き続き依頼
を継続する必要がある。又、10月末まで
に、すべての避難所を閉鎖するためには応
急仮設住宅か民間借上げ住宅を必要数確
保する必要があるので、仮設住宅の建設
は目途をつけるにしても、10月以降も民間
住宅借上げ制度は継続し、県外から戻る
避難者の住居を確保する必要がある。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応①（イ）「～県民は県内
避難者と比較し、住環境を含めた
生活支援が不足していることから、
早期に各都道府県へ支援の取組
依頼を進めると共に、県外から戻る
県民のために、県内での民間借上
げ住宅特例措置制度を災害救助
法に基づき継続する。～」

37

11 35 「（オ）避難者の今後の生活の負担を
軽減するために、自ら住宅の再建が
困難な方のために、公営住宅の整備
を進める。」を追加する。

地震・津波により家屋が倒壊・流出した被
災者の中でも、高齢者等で住宅再建が困
難な方〄のために、公営住宅を整備し、今
後の生活への不安を軽減する必要があ
る。特に、戸建に居住された方〄が多いの
で、戸建の公営住宅も検討する必要があ
る。

○素案のとおりとします。
御意見の内容は、緊急的対応①
（イ）に含まれていることを御理解願
います。

38

11 36 生活基盤・産業インフラの復旧 今回の震災に係る復旧については通常の
災害復旧の考え方では困難であり特別な
対応がなされつつあるが、現時点では補助
対象とならない施設の復旧があり、なおか
つ、原形以上の復興を目指すためには巨
額な財政措置が必要と考えられ、新たな制
度等の創設等が必要と考えられる。

○御意見については、平成23年７
月21日に国へ要望しています。

39
11 36 災害がれきを小名浜東港の埋め立

てに使えないか。
○御意見として参考にします。

40

12 6 「又、インフラ復旧の準備として、警
戒区域等で立入できない区域につい
ては、正確で根拠に基づいた放射線
管理により、被害調査が可能な区域
について調査を進めるよう国に要請
する。」を追加

復興ビジョン・計画策定に当り、被害規模を
調査できないと、復旧スケジュール・期間の
設定が難しいため、調査を先行する必要が
ある。

○御意見を踏まえ修正しました。
（オ）　警戒区域等で立入り出来な
い地域については、区域の見直し
に伴い、帰還する住民の安全な生
活基盤を確保するため、インフラの
早期復旧に努める。
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41

12 9 緊急時避難準備区域が解除されても
ゴミ・屎尿処理施設が警戒区域の中
にあるため、処理施設の稼働が戻る
ために必要であり、その対応を記載
してほしい。

ふるさとに戻る前提条件として、ゴミ処理、
屎尿処理問題がある。緊急時避難準備区
域が解除されても処理施設が警戒区域の
中にあるため、処理施設が稼働しない限り
戻れない。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応②（オ）「警戒区域等で
立入り出来ない区域については、
区域の見直しに伴い、帰還する住
民の安全な生活基盤を確保するた
め、インフラの早期復旧に努め
る。」
　なお、避難区域等の見直しに当
たっては、帰還する住民が安心して
元の生活を送ることができるよう、
事故の収束状況や放射線量の状
況などについて十分な説明を行う
よう国に求めていきます。

42

12 11 （オ）市町村の被害を受けた公共施
設の早急な復旧と合わせて安全確
保のための耐震化改修又は改築を
支援する。

当町では、棚倉幼稚園、公民館、体育館が
震災により使用不能で、応急的な災害復旧
は、補助災害の対象になるようであるが、
今後の安全確保や利活用を考慮すると、
棚倉幼稚園と公民館については、老朽化
し、耐震構造にもなっていないことから、改
築が必要であり、体育館については、耐震
化改修も含めた改修・災害復旧が必要な
状況で、これらを実施する場合は、補助の
対象とならないことから、財源の確保が難
しく早急にできないことから、復興ビジョン
の性格にもある、これまで以上に良い状態
にしていく視点で、一括交付金などの活用
により、安全な公共施設の災害復旧を支援
していただきたい。

○御意見については、平成23年７
月21日に国へ要望しています。

43

12 12 「避難農業者の避難中における再開
支援」を明示頂きたい。

避難者の中で農業従事者は多数にのぼっ
ており、その方〄の存在の明示が必要。そ
の対応策も明示された方が良い。他地域で
の耕作地の確保、機会の提供、機材の提
供。これらは融資制度では実現困難。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応③「（ウ）～緊急支援を
行う。また、避難農林漁業者に対し
ての支援を行う。」

44

12 13 「被災者の緊急的な雇用」を「被災者
の雇用」に修正し、（ア）と（イ）の間に
「避難地域等における雇用の確保」
の内容を記載

　原発事故による避難の期間が明確にされ
ない中において、避難されている方〄の中
には、「緊急的な雇用」ではなく、長期の雇
用を求める声もあります。避難している地
域における雇用の場の創出についても、緊
急的な雇用と並行して取組みを進めるべき
と考えます。
また、就業の選択の幅を広げる意味から
も、避難している地域において従前と同様
な業種に就けるような取組み、例えば被災
企業（工場、商店などを含む）と従業員が一
体となった仮移転などの対策も必要と考え
ます。（このままの構成であると、被災者の
方〄の雇用の記述が「がれき処理」などの
応急復旧業務や役場機能回復業務等だけ
に限定されるような印象を受けます。）

○素案のとおりとします。
当該項目は、緊急的対応のため、
緊急的な雇用を列記しました。中長
期的な雇用は「新たな時代をリード
する産業の創出」②に記載している
ことで御理解願います。

45

12 13 「③被災事業者の再開支援」を「③被
災事業者等の再開支援」に修正し、
（エ）の後に「避難所関連施設の復
旧」の施策を記載

　今般の震災により、避難所となっている旅
館等では、通常の業務とは異なった形態で
の利用が行われており、通常業務へ「復
旧」するためにはかなりの設備投資が必要
と考えられます。また、風評による一般宿
泊客の減尐など、将来的な不安要素も抱え
ており、再生への支援が求められていま
す。

○素案のとおりとします。
御意見として、参考にします。

46

12 13 「避難事業所の仮の地における事業
再開支援」を明示頂きたい。

原災被災事業者は、元の地での設備を抱
えながら、別の地での仮投資をしないと再
開できない極めて厳しい状況にある。風評
被害は甚大だが、本来の事業地を失って
いる事業者の事業再開はそれを遙かに上
回るダメージであり、廃業に追い込まれる
可能性が高い。県としては厚い補助制度を
継続するなど、強く支援する意志を提示す
ることが必要。

○御意見については、新たな時代
をリードする産業の創出①（イ）に
含まれていることを御理解願いま
す。

47

12 19 （イ）（略）インセンティブとなるような
制度を構築する。

インセンティブとなるような制度について具
体的に本文中に盛り込むべき。税制措置を
講じる等も効果があると考える。

○御意見については、復興計画の
中で検討します。
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48

12 27 アクアマリンふくしまを始めとし
た・・・・早期再開に向けて復旧を進
める。→いち早い再開を遂げ県民に
希望と勇気を与えることができ、今後
は完全再開に向けて復旧を加速して
いく。

アクアマリンふくしまについては、既に７月
１６日に再オープンしているので復興作業
が直実に進展している事を表現しては如何
でしょうか。

○御意見を踏まえ修正しました。
｢～アクアマリンふくしまの再開を始
めとして、本県に観光客を呼び戻
し、県民が希望と勇気を持てるよう
復旧を進める。｣

49

12 31 避難生徒の就学環境の確保（独立し
た仮校舎の設置）

サテライト校という間借り制度に伴う生徒の
苦痛の解消。本来高校の一部を間借りして
おり、生徒教師ともにつらい状況に置かせ
ている。早急に仮校舎等を提供し、安心し
て就学できる環境を整えることが必要。

○御意見として参考にします。

50
12 31 サテライト校の来年度の体制を早く

示してほしい。
○現在、早急に示せるよう検討して
いるところです。

51
12 31 サテライト校を単独校化にしてほし

い。
○御意見として参考にします。

52
12 34 スクールカウンセラーを各校１名配

置してほしい。
○御意見として参考にします。

53

12 36 「～医療機関の機能回復を支援す
る。」の次に、「特に、避難区域の指
定などにより、医療提供機能が大幅
に低下している浜通り地区について
は、関係自治体と連携しながら、医
療体制の再構築に向けた取り組みを
進める。」を追加。

震災以前から浜通り地区の医療体制は脆
弱であったが、震災の影響により、さらに悪
化している。医療体制を含めた安全・安心
の確保は、住民が住み続けるうえで重要で
あり、本市を含めた浜通り地区の医療体制
を震災前より充実したものに再構築する必
要がある。

○御意見を踏まえ修正しました。
「特に、浜通り地方の医療体制は
早急な復旧が必要な状態であるこ
とから、住民が安全で安心に暮ら
せるよう、医療水準の確保に努め
る。」

54

12 38 「特に相双地域の医療体制は壊滅状
態にあることから、住民が安全安心
して暮らしていく観点から最重点課題
として支援するものとし、医療水準の
確保に努める」を追加。

福島第１原子力発電所から２０ｋｍ～３０ｋ
ｍ圏内の地域については、多くの住民が
戻ってきている中で、医療機関の体制が
整っていないため。

○御意見を踏まえ修正しました。
「特に、浜通り地方の医療体制は
早急な復旧が必要な状態であるこ
とから、住民が安全で安心に暮ら
せるよう、医療水準の確保に努め
る。」

55

12 8
10
（ウ）「・・・県として円滑な処理を支援
する。」
（エ）「・・・早急な復旧を支援する。」

　いづれも一般廃棄物としての考え方なの
か？

○（ウ）災害廃棄物の処理は、原則
として市町村が災害廃棄物処理事
業により行いますが、被害が甚大
等の理由により市町村自ら処理す
ることが困難な場合には、県がそ
の処理の支援を行います。なお、国
が市町村に代わって災害廃棄物を
処理するための特例を定めた「東
日本大震災により生じた廃棄物の
処理に関する特別措置法」が8月18
日に公布・施行されました。

○（エ）広域市町村圏などが管理し
ている公共施設に関し、所管する
各省庁の施策に基づき県が必要な
支援を行います。

56

13 10 緊急時避難準備区域などでは、を緊
急時避難準備区域、特定避難勧奨
地点などでは、に追加修正。

特定避難勧奨地点についても、治安体制
の整備が必要となるため。

○御意見のとおり修正しました。

57

13 25 市町村の復興支援 被災市町村の復旧、復興には県の支援が
不可欠であり、連携を密にすることは重要
であることから県職員の常駐あるいは市町
村の連絡窓口としての組織の整備等重要
と考えられる。

○素案のとおりとします。
なお、地域課題解決のため設置し
ている地方振興局地域連携室が窓
口となり、市町村の復興を支援しま
す。

58

13 25 市外の避難者の受け入れに係る保
健福祉分野に対する県の支援が必
要である。

市外からの避難者への対応など、通常で
は想定していないものもあり、対応しきれな
い部分がでている。さらに、保健福祉事務
所が無いため、県の支援をお願いしたい。

○自治体の御意見を伺い、対応し
ていきます。

59

13 30 「県内外に役場機能を移転した町村
と受け入れ市町村間の調整を行うと
ともに」を「避難者の多い市町村と避
難者を多く受け入れしている市町村
の調整を行うとともに」に修正。

役場機能を移転した町村に限らず、避難者
を多く受け入れている市町村もあるため。

○素案のとおりとします。
緊急的対応のリード文で、避難住
民を受け入れた市町村についても
支援すると記載していることで御理
解願います。

6/21



№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

60

13 34 役場機能が移転した町村に対する行
政機能の回復支援
・役場機能を移転した町村と、これを
受け入れている市町村との連絡調整
を綿密に行えるよう、そのシステム構
築と十分な支援を行なう。を追加

避難生活を送る他市町村の住民と、もとも
とそこに住んでいた地元住民との間に軋轢
が生じないように十分な対応をしなければ
ならない。そのためにも避難自治体とそれ
を受け入れている自治体との連絡調整の
体制を構築する必要がある。

○素案のとおりとします。
御意見については、緊急的対応⑦
（イ）に、「役場機能を移転した町村
と受け入れ市町村間の調整を行う」
と記載しています。

61

13 35 「行政機能の回復を図るために」に、
「行政機能の回復を図るために、そ
の再建に向けた国への財政支援の
要請とともに、各市町村への県職員
の派遣などの人的支援を行う」を追
加。

役場機能を他の市町村に移転した市町村
以外にも、役場庁舎が被災したため、市町
村内の他の公共施設を仮庁舎として機能
を移転を余儀なくされている市町村がある
ため。（国見町においては、観月台文化セ
ンターに仮庁舎を移転しているため、住民
の生涯学習活動や文化活動が大きな影響
を受けています）

○素案のとおりとします。
被災市町村への支援は「緊急的対
応｝リード文に「復旧・復興に係る取
組みに対して、県は最大限に支援
する」と記載しておりますので、御
理解願います。
なお、国への財政支援の要請は、
平成23年７月21日に行っています。

62

14 2 避難先自治体への県職員派遣等の
十分な支援を行なう。を追加

避難先である地元自治体では業務量の増
加が予想される。地元住民への行政サー
ビスの低下にならないように県の支援は必
須ではないか。

○素案のとおりとします。
避難自治体に対して人的支援等を
行うことで、受入市町村の事務負
担軽減につながっていると認識して
いますので、御理解願います。

63

14 7 　被災市町村が復旧・復興に向けて
円滑・迅速に取り組めるように、市町
村の復興計画の策定や復興事業の
実施などに対して、必要となる権限
移譲と財源の確保、迅速かつ的確な
人的支援に努めるなどの支援を行
う。

　市町村に対する財政的支援等について
は、「復興ビジョン実現のために」の部分に
おいて記載されているが、「復興ビジョン」
の本文に記載することにより、より明確にな
るため。

○素案のとおりとします。
被災市町村への支援は、緊急的対
応のリード文に、「復旧・復興に係
る取組みに対して、県は最大限に
支援する」と記載していますので、
御理解願います。
また、復旧・復興に関する財政支援
については、地方交付税総額の別
枠での確保、自由度の高い財源措
置等を国に要望しています。（平成
23年７月21日）

64

14 8 「支援を行う」を「人的、財政的支援を
行う」に修正。

市町村においては、災害対応に係る行政
需要が増大しており、人的支援が必要と
なっています。さらに震災、原子力災害に
係る特殊財政需要も増大しており、復興に
あたっては長期にわたっての財政支援が
必要となっているため。

○素案のとおりとします。
被災市町村への支援は、緊急的対
応のリード文に、「復旧・復興に係
る取組みに対して、県は最大限に
支援する」と記載していますので、
御理解願います。
また、復旧・復興に関する財政支援
については、地方交付税総額の別
枠での確保、自由度の高い財源措
置等を国に要望しています。（平成
23年７月21日）

65

14 11 「被災者や被災市町村など」を「被災
者や被災市町村、被災者及び被災
自治体を受入れている自治体」に修
正

　市町村の復興支援には、被災者、被災自
治体を受け入れている自治体の意見の聴
取も必要ではないかと考えます。

○御意見のとおり修正しました。

66

14 14 「⑧原子力災害への緊急的対応」に
重要項目が細項目として入っている
ため、独立した記載が望ましい。

賠償・補償、モニタリング・環境浄化、健康
確保は、緊急対応の現局面（ここ数年間）
では、極めて重大な項目であり、主要な取
り組みとして位置づけることが必要。

○原子力災害に関連した緊急的取
組みを当該項目にまとめていること
を御理解願います。

67

14 15 賠償・補償 原発が収束するまでの間、県民生活支援
及び県内産業振興（維持）の観点から、県
全域を計画停電区域から外すこと、電気料
を一定割合減額することを求めることが必
要と考えられる。

○御意見として参考にします。

68

14 16 「全損害の迅速な賠償・補償」の前
に、「国の避難指定や出荷制限等の
措置の有無にかかわらず」を加え
る。

避難指定等区域外における放射能の影響
や風評被害なども含む損害として、「全損
害」の内容を明確にするため。

○素案のとおりとします。
原子力賠償の範囲は、国の原子力
損害賠償紛争審査会で整理されま
す。

69

14 16 「農地の除染」と賠償についての対
応施策が必要

　26行目で「農地の除染」がありますが、現
在作付けしている作物に対する対策をどの
ように考えるのか整理が必要と思われま
す。

○素案のとおりとします。
なお、農作物の収穫時に放射能検
査を行い、基準値を上回った場合
は損害賠償の対象となります。ま
た、基準値を下回っても風評被害
により価格が著しく低下した場合で
も、差額相当分を補填することに
なっています。
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70

14 16 県民をはじめ国民の食の安全性を確
保するため、農産物モニタリングの強
化と賠償についての対応施策が必
要

　特に現在作付けを行っており今後収穫が
予定される米、そば等の農作物について
は、モニタリングを行える機関の絶対的な
不足が予想され、これらについての対応が
急務であると考えます。
　また家庭菜園等の作物のモニタリングな
どをどのように対応するのか。きちんとした
システムの確立が求められます。（チェルノ
ブイリでは学校単位に測定器を設置。各家
庭からの対応を行っている。）
　さらに今般の稲わらや牛肉の問題は、本
県の農産物に対する不信感を助長するよう
な状況となっており、このようなことの無い
ような対策作りが早急に求められます。

○農林水産物に関するモニタリン
グについては、緊急的対応「風評
被害対策強化」に記載しています
が、具体的な測定体制は今後検討
します。

71

14 16 「被災者である県民、事業者の原子
力損害賠償の確保が円滑に進めら
れるよう関係団体、市町村と連携し
支援する。」を「被災者である県民、
事業者の原子力損害賠償の確保が
円滑に進められるよう取り組む。」に
修正。

原子力災害の賠償・補償については、県は
支援に留まらず、主体的に取り組むべきと
考える。

○素案のとおりとします。
原子力損害賠償は、被災者と事業
者との関係であり、円滑に進められ
るには関係団体等との連携が必要
であることから、このような記載に
なりましたことを御理解願います。

72

14 16 「国及び原子力・・・」
「原子力・・・及び国・・・」　　（ほか28
頁）

「賠償」と「その他」を区分して記載している
のか？

○御意見については次のとおりで
す。
・「原子力発電事業者及び国」：賠
償・補償の事項。
・「国及び原子力発電事業者」：除
染、情報開示など、賠償・補償以外
の事項。

73

14 18 「被災者である県民」を「全ての福島
県民」に修正

被災者である県民では、当町のように、放
射線量がやや低く、避難もしていない町民
は、何も補償されない可能性がある。放射
能による精神的苦痛は福島県民は全て同
じであるため。

○素案のとおりとします。
原子力賠償の範囲は、原子力損害
賠償紛争審査会で整理されること
になります。

74

14 20 モニタリング強化及び環境浄化に
（エ）として、「（エ）モニタリングの数
値を住民が統一的かつ客観的に評
価できるわかりやすい基準の早急な
公表と説明を国に求める。」と、
（カ）として、「（カ）緊急的に実施する
市町村や住民の除染活動を支援す
るとともに、除染により発生した土砂
等の廃棄物の処理方法と処分場所
を早急に明らかにする。」を追加、
「（オ）研究成果を踏まえた除染技術
により、」を「効果が期待できる除染
方法により、」に修正する。
（エ）を（オ）とし、35行の（カ）を（ク）と
し、以下繰り下げる。

○モニタリングの数値の意味するところ、健
康にどの程度の影響をおよぼすのか、判
断できるわかりやすい基準が示されていな
いことが、住民の大きな不安へと繋がり、
県外への自主避難や風評被害等の要因と
なっているため。
○今現在、住民は放射能の影響を受けて
おり、除染は、緊急に実施すべき課題であ
り、市町村や住民が自主的に実施する活
動を全面的に支援する必要があるため。
○緊急的には、研究成果を踏まえる猶予
はないため。

○（エ）の御意見を踏まえ修正しま
した。
・緊急的対応⑧（ク）～さらに、国に
対し放射線に関する各種安全基準
の早急な設定や、健康に関する情
報の迅速な開示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

○（カ）の御意見を踏まえ修正しま
した。緊急的対応「モニタリング強
化及び環境浄化」（カ）国の責任に
おいて、放射性物質に汚染された
災害廃棄物、下水汚泥などの処分
方法を明示することや最終処分先
を確保すること、さらにはこれらの
処理に要する費用を全額負担する
ことを求めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

○（オ）の御意見を踏まえ修正しま
した。
「研究成果などを踏まえて開発した
除染技術～」

75

14 20 モニタリング強化及び環境浄化 大気等のモニタリングは今後の対応で最も
重要な取組みの１つと考えられるため、県
と市町村との連携した体制により新たなシ
ステムの構築を行いリアルタイムな情報の
共有することが必要と考えられる。

○御意見のとおり、市町村と連携
し、モニタリングの強化及び環境浄
化を進めていきたいと考えていま
す。

76

14 20 モニタリング強化及び環境浄化に農
産物に対する放射性物質測定の実
施強化を追加。

風評被害対策としてだけではなく、安全安
心のために、農産物やその加工品に対す
る測定体制を強化する必要があるため。

○素案のとおりとします。
御意見については緊急的対応「モ
ニタリング強化及び環境浄化」及び
「風評被害対策強化」に盛り込まれ
ていることを御理解願います。

77

14 21 （イ）（略）環境放射線等のモニタリン
グ体制を強化する。

モニタリング体制に関しては、調査範囲及
び県と市町村の役割分担を明確にすべき
と考える。

○御意見については、今後検討し
ます。
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78

14 22 「モニタリング体制を強化する。」に続
き、「原子力発電事業者自らの責任
による県内全市町村へのモニタリン
グポストの設置を要請する。」を追加

そもそも原発立地県であった福島県の各市
町村にモニタリングポストが無かったことが
問題であるため。

○素案のとおりとします。
なお、御意見については、参考とし
ます。

79

14 25 （エ）学校、通学路などの身近な生活
空間の放射線量低減対策を市町村
と連携を図りながら、住民参加により
進めるとともに（略）。

身近な生活空間の放射線量低減対策の実
施にあたっては、県と市町村との連携が必
須と考える。

○御意見を踏まえ修正しました。
（エ）学校、通学路など身近な生活
空間における県、市町村、住民参
加による放射線量低減対策を早急
に進める。

80

14 25 「住民参加により進める」を「官民一
体となって進める」に改める。

身近な生活空間は学校や通学路だけでは
なく広範囲にわたることから、放射性物質
の除染については行政・事業者・住民が一
体となって取り組む必要があるため。

○御意見を踏まえ修正しました。
（エ）学校、通学路など身近な生活
空間における県、市町村、住民参
加による放射線量低減対策を早急
に進める。

81

14 25 放射線量低減対策 県土全域の徹底した除染対策による福島
の土地安全宣言を発信できるように取り組
むことが必要と考えられる。

○御意見については、今後検討し
ます。

82

14 25 「学校～放射能提言対策を住民参加
により進めるとともに」を「県土全域
の放射線量の低減に取組むととも
に、学校、通学路などの身近な生活
空間についても住民、ＮＰＯ等の団体
等の協力を得ながら低減対策を図
る。」に修正

　生活空間の放射線量低減対策を行うの
は本来「住民」なのでしょうか。「住民参加
により進める」という表現は、必ず「住民が
参加しなければならない」という印象を受け
ます。また参加する住民にも健康被害のリ
スクがあることを忘れてはいけないと考え
ます。

○御意見を踏まえ修正しました。
（エ）学校、通学路など身近な生活
空間における県、市町村、住民参
加による放射線量低減対策を早急
に進める。

　なお、身近な生活環境の放射線
量をできる限り低減させようという
趣旨であることをご理解願います。
　県としては、受ける放射線量をで
きるだけ低減させるために、除染作
業の手引きを作成して配布してお
り、除染や清掃活動時の注意事
項、それ以外の被ばく量低減化対
策について示しています。

83

14 25 がれき処理と受入について、県の考
えを示してほしい。

災害廃棄物の処理が最優先課題。がれき
の処理をしてから復旧・復興に進みたいが
県の考えは。
42都道府県に打診（Ｐ50インフラ復旧）とあ
るが実際の受入状況は

○がれきの処理については、県とし
ても迅速に処理が進むよう市町村
に対して支援していきます。
（環境省において被災県のがれき
処理の受入を42都道府県に打診し
ており、８月11日現在調整中。）

84

14 25 放射性物質の除染を最重要項目とし
て整理頂きたい。

原災被害者の想いを受け止めれば、いつ
戻ることができるのかということに尽きる。
その大前提は、放射性物質の除染であり、
ステップ２終了時以降の最重要事項とな
る。除染については、徹底的に除染すると
いう行政の意志が肝要であり、福島県の意
思（皆さんを安全な地に戻す）という表明が
求められている。身の回りの除染、農地の
除染という個〄のレベルでは伝わらない。
また、研究の後、回復を図るという記載で
はスピード感が不足する。

○御意見を踏まえ修正します。
・原子力災害対応③（追加）「（エ）
特に高いレベルの放射性物質に汚
染された地域については、国の責
任において、徹底した除染を行い、
住民帰還に向けた環境回復を図る
ことを求めていく。」
・原子力災害対応⑦「（イ）～早く安
心してふるさとに戻るための工程表
の提示と十分な説明を国に強く求
めるとともに、国及び～。」

85

14 25 （エ）「・・・下水汚泥の適切な処理な
どを早急に進める」
　※P26の30行も同様です。

　市町村の一般・産廃等の処理・処分につ
いては、その保管を強要しているだけで、
国や県から何も示されない状況であり、ま
た、処理可能施設が設置されています。こ
のことから地元と自治体から受入を拒否さ
れているケースもあり、これまでの処理・処
分の行政展開のフローが崩れています。
　今後、これらの明確な対応や、必要に応
じて法整備も含め、国県等が実施主体とな
るような、先が見える方針を示していただき
たい。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応⑧「モニタリング強化及
び環境浄化」（カ）国の責任におい
て、放射性物質に汚染された災害
廃棄物、下水汚泥などの処分方法
を明示することや最終処分先を確
保すること、さらにはこれらの処理
に要する費用を全額負担すること
を求めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

86

14 26 放射線量低減対策を住民参加により
進める・・・・に、「警戒区域、計画的
避難区域、緊急時避難準備区域、特
定避難勧奨地域については、国及び
東京電力の直轄で徹底した除染を行
う」を追加。

警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難
準備区域、特定避難勧奨地域に住む住民
は放射線の影響で避難しているため、まず
住民が安心して戻れる環境に戻すことが前
提条件であり、そのための放射線量低減対
策は、国及び東京電力が直轄で早急に実
施すべきである。

○御意見を踏まえ修正しました。
原子力災害対応③追加「（ｴ）特に
高いレベルの放射性物質に汚染さ
れた地域については、国の責任に
おいて、徹底した除染を行い、住民
帰還に向けた環境回復を図ってい
くことを求めていく。」
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87

14 28 汚染土などの処分及び除去 放射線量低減対策について、住民参加を
求めるのはよいが、第一義的には国、東京
電力がこれを行うべきである。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応⑧「モニタリング強化及
び環境浄化」（カ）国の責任におい
て、放射性物質に汚染された災害
廃棄物、下水汚泥などの処分方法
を明示することや最終処分先を確
保すること、さらにはこれらの処理
に要する費用を全額負担すること
を求めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

88

14 28 各市町村とも下水汚泥が搬出できず
その対応は喫緊の課題である。放射
性廃棄物の処分に係る記述につい
て、具体的かつ強調していただきた
い。

各市町村とも下水汚泥が搬出できずその
対応は喫緊の課題である。放射性廃棄物
の処分に係る記述について、具体的かつ
強調していただきたい。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応⑧「モニタリング強化及
び環境浄化」（カ）国の責任におい
て、放射性物質に汚染された災害
廃棄物、下水汚泥などの処分方法
を明示することや最終処分先を確
保すること、さらにはこれらの処理
に要する費用を全額負担すること
を求めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

89

14 29 （エ）（略）全責任を負うとともに、早期
かつ確実に実施することを求めてい
く。

現在、放射性物質による汚染土等を一時
保管しているが、場所の確保や管理等、そ
の対応に苦慮しており、早急な対策が必要
である。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応⑧「モニタリング強化及
び環境浄化」（カ）国の責任におい
て、放射性物質に汚染された災害
廃棄物、下水汚泥などの処分方法
を明示することや最終処分先を確
保すること、さらにはこれらの処理
に要する費用を全額負担すること
を求めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

90

15 2 風評被害対策強化 国、東京電力、県の原子力災害に係る見
解等に対して批判または反対を唱える論調
に対し適切な対応ができるよう責任ある安
全基準を作成し、安全宣言に向けたロード
マップ等作成し、着実な取組みを行うことが
必要と考えられる。

○御意見については、復興計画の
中で検討します。

91

15 3 放射能不安の軽減を独立した柱立て
として整理頂きたい。

被災住民の多くは「放射線」に対する巨大
な不安を抱えている。現在、様〄な情報が
飛び交っており、比較的信頼できる情報が
行き渡っていない状況にある。この傾向を
放置しておくと、県外避難者は戻ることはな
く、さらなる県外避難も懸念される。本県と
しても戦略的に放射線不安の軽減を図るこ
とを、緊急的対応の主要施策としていれる
ことが必要。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応「県民の健康確保」
（ク）～さらに、また、国に対し放射
線に関する各種安全基準の早急な
設定や、健康に関する情報の迅速
な開示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

92

15 4 「～により国内外に迅速・的確に安全
性をPRする。あわせて、安全性を確
保する仕組みを検討する。」を「安全
性を確保し、～により国内外に迅速・
的確に安全性をPRする。」に修正。

安全性の確保は、安全性をPRする前提条
件である。

○素案のとおりとします。
安全性を確保する仕組みは現在確
立されていないため、その仕組み
づくりを検討していきます。

93

15 6 （キ）（略）あわせて、安全性を確保す
る仕組みを構築する。

安全性を確保する仕組みについては、早
急に構築することが必要と考える。

○素案のとおりとします。
安全性を確保する仕組みは現在確
立されていないため、その仕組み
づくりを検討していきます。

94

15 6 「あわせて、安全性を確保する仕組
みを検討する」を「あわせて、安全性
を確保する仕組みを構築する」に修
正

①「風評被害対策強化」と銘打っているにも
関わらず、仕組みの検討はなじまないと思
われる。
②Ｐ21の14行目～16行目で農林水産物の
安全性が確保できる生産流通体制を構築
するためＧＡＰの取り組みや･･･一体的な構
築を推進すると記載されているので、尐なく
とも農林水産物については安全性確保の
仕組みを考えているような構成になってい
るので、整合性がとれていないように思わ
れる。

○素案のとおりとします。
安全性を確保する仕組みは現在確
立されていないため、その仕組み
づくりを検討していきます。
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95

15 7 観光キャンペーンの前に、大気、土
壌、森林、海、水、食に係るきめ細か
なモニタリング体制と適時適切な情
報公開による安全性PR、を追加。

観光分野についても、風評を払拭するに
は、第一に、各自が安全性を判断できる情
報の公開がまず必要で、さらに、その上
で、地域イメージの回復・向上に向けたキャ
ンペーン展開が成立すると考えることから。

○素案のとおりとします。
「風評被害対策強化」の項目として
は、①農林水産物や工業製品、②
観光、を特出しし、②あらゆる産業
の生産物の徹底したモニタリング調
査とその安全性のＰＲを行う、とまと
めていることを御理解願います。

96

15 9 「観光キャンペーンの強化」の後に
「や魅力あるイベント、新たなるまち
づくりの展開」を追加

　「新たなるまちづくり」については、緊急的
対応とは離れますが、震災以前にも増して
魅力ある景観形成やまちづくりに取組まな
ければ、現実的には本県を訪れる人の増
加は期待できないと考えます。今後の意気
込みとして加えるべきと考えます。

○素案のとおりとします。
緊急的対応として整理していること
を御理解願います。

97

15 9 （キ）と（ケ）の統合
または、（キ）と（ケ）の差別化
を図る。

（キ）と（ケ）をはどちらも、風評被害対策と
して、モニタリングと安全性PRについてであ
り、同じ内容である。

○素案のとおりとします。
「風評被害対策強化」の項目として
は、①農林水産物や工業製品、②
観光、を特出しし、②あらゆる産業
の生産物の徹底したモニタリング調
査とその安全性のＰＲを行う、とまと
めていることを御理解願います。

98

15 11 （ケ）（略）徹底したモニタリング調査
を実施し、その結果を迅速かつ正確
に公表することにより安全をＰＲす
る。

風評被害の払拭にあたっては、調査結果を
迅速かつ正確に公表することが必要と考え
る。

○御意見を踏まえ修正しました。
（サ）（略）徹底したモニタリング調
査を実施し、その結果に基づいて、
迅速かつ正確に公表することによ
り安全性をＰＲする。

99

15 16 災害情報の迅速な開示については、
県においても、即時的で透明性の高
い情報開示を行う旨を記載頂きた
い。

国ＳＰＥＥＤＩに関する情報伝達が県から届
かなかった故に、高濃度汚染地の浪江町
の津島地区に避難せざるを得ない状況、か
つ県としても再避難の必要性の認識が低
い状況が生じ、地域住民に大きな不安を与
えている。その点の反省を踏まえた記載を
行って頂きたい。

○素案のとおりとします。
御意見の趣旨については、緊急的
対応⑧災害情報の迅速な開示に
記載していることを御理解願いま
す。

100

15 5
6 「また」以降を「原子力災害からの復
興のプロセスや放射線量の情報を全
世界に発信するとともに、物産展や
展示会などをとおして、安全性をＰＲ
する」に修正

　世界の人〄が不安視しているのは、農産
物や工業製品等の放射線量だと考えます
が、注目しているのは、放射線量の低減の
ためにどのようなプロセスで対応している
のかだと思います。こうした原子力災害か
らの復興過程を明確に情報発信することに
より、信頼の回復が図られ、風評の払拭に
結びつくものと考えます。

○素案のとおりといたします。
復興のプロセスの発信について
は、今後検討していきます。

101

16 1 「子どもたちが描くふくしまの未来」の
項目を追加し、「子どもの不安、訴え
を聴取する」、「子どもに対する大人
の説明責任」、「子ども復興ビジョン
会議」、「夢ビジョンの策定」等、子ど
もの視点での施策を位置づける。

　子どもたちは、校庭やプールの利用制
限、修学旅行の先の変更、マスクの着用、
野外活動の制約、長年にわたる健康調査、
理解できないまま身につけさせられている
放射線量測定器など他地域の子どもには
ない不自由があり、今般の原発事故におい
て、国や県、企業（＝大人）に対する不信
感、失望を抱き、精神的なダメージとストレ
スがあります。
　子どもに「夢」と「希望」を与えることが
我〄の責務であり、ｐ8での「手紙」にもある
ように、子どもの不安、疑問、怒りを大人が
きちんと受け止めるとともに、子どもが描く
「夢」の実現を図るべきと考えます。（ｐ8の
「手紙」をどのように捉えたのか。様〄な不
自由を与えられている子どもたちが、ふくし
まを担う気持ちになるよう、子ども目線での
施策の位置づけが重要。）

○御意見として参考にします。

102

16 8 さらにふくしまだからこそ子育てした
いと思われる環境を作っていく。を

あまりに抽象的で、放射線物質の除染の
次に、安全・安心の教育環境づくりが抜け
ているのではないかと感じる。

○素案のとおりといたします。
御意見の箇所については、復興ビ
ジョンのリード文であるため、概要
を記載していることを御理解願いま
す。

103

16 14 ふくしまならではの教育の部分でふく
しま独自の力強い何かの表現が欲し
い。

「ふくしまならでは」の表現は、震災でダメー
ジを受けたことを思うとおかしいと思われ
る。

○素案のとおりとします。
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104

16 18 「日本一」という表現がこの場合ふさ
わしいのか。

「日本一安心して」という表現が、意気込み
として分かるが、現在、以前のような豊かな
自然環境に恵まれたふくしまを復活させる
ことが大切なことであり、無理な意気込み
の表現が必要なのか疑問であるため。

○素案のとおりとします。
原子力発電所事故があったふくし
まにおいては、次世代を担う子ども
等がこの地で生活するには「日本
一安心して」子どもを生み、育てや
すい環境の整備が必要であると考
えています。

105

16 18 日本一安心して子どもを生み、育て
やすい環境の整備

子どもを持つ親の心配を解消する努力が
必要と考えられる。

○素案のとおりとします。
御意見については、ふくしまの未来
を担う子ども・若者の育成①に記載
しているとおり、適時適切な情報提
供を行い、親の心配を解消していき
たいと考えています。

106

16 21 きめ細かな健康診断を行い、この結
果をもとにそれぞれに応じた健康増
進に向けた取り組みを行う。に改め
る。

健康診断を行った、その後が一番大切に
なってくる。個人個人の結果に基づき適切
な健康保持に向けた取り組みを行わなけ
ればならない。

○御意見を踏まえ修正しました。
「～きめ細かな健康管理を行い、そ
の結果をもとに、それぞれに応じた
健康増進に向けた取組みを行う。」

107

16 34 「確かな学力を身に付けさせる。」を、
「確かな学力を身に付けることのでき
る環境づくりを進める。」に修正。

行政側、学校側では、子どもたちにとって
学びやすく豊かな教育環境づくりに取り組
むことで、ふくしまや国の発展を支える人づ
くりを進めていく必要がある。

○素案のとおりとします。
環境づくりのみならず、確かな学力
を身につけることが重要である旨を
記載しております。

108

17 5 「屋外でも安心して運動できる」を「屋
外でも安心して遊び、運動のできる」
に修正

　「運動」の表現は、除染された「運動施設」
に限られているような印象を受けます。
　放射能汚染の拡大、風評により、子ども
たちが屋外で「遊ぶ」ことがなくなりました。
虫取り、魚釣り、川遊び、海水浴など、子ど
もたちのフィールドは県土全体に及びま
す。
　心身ともに健やかに成長するためには、
子どもたちが自由に「遊ぶ」ことのできる「も
とどおり」の環境の再生が求められます。

○御意見のとおり修正しました。

109

17 7 健康教育に食の教育を追加。 これまで、食の安全を基本としつつ、地産
地消を進めながら給食食材を生きた教材と
して活用し、食育を推進してきた。
現在、内部被ばくが懸念され、農畜産物へ
の関心が高まっている状況にあり、生きる
ための基本的な知識である食の教育の重
要性が高まっているため。

○御意見を踏まえ修正しました。
「～健康教育及び食育を進める。」

110

17 15 相双地区は今までも教育体制が弱
いとされていた。人材育成のための
高等教育機関の設置も国に主張して
もらいたい。

○御意見として参考にします。

111

18 19 （ア）～支援する。また、仮設住宅の
恒久的な対策についても検討する。

仮設住宅については、やはり恒久住宅対
策が重要。

○御意見を踏まえ修正しました。
「（ア）～支援する。また、恒久的な
住宅対策についても検討する。」

112

18 23 避難住民とともに生み出す地域の活
性化

避難住民の事業再開等に対して空き店舗
対策、遊休農地活用等新たな視点での支
援策が必要と考えられる。

○御意見については、復興計画の
中で検討します。

113

18 24 「避難住民が、県内の過疎・中山間
地域などで事業を再開・起業すること
を希望する場合は」を「避難住民の
県内での事業の再開、起業につい
て」に修正

　地域を限定するのではなく、広く捉えるべ
きと考えます。（限定するのであれば理由を
しっかり述べるべき）
また「希望する場合は」ではなく、再開、起
業をきちんと誘導すべきと考えます。

○御意見を踏まえ修正しました。
「避難住民が、県内の過疎・中山間
地域などを始め、県内各地で事業
を再開・起業することを希望する場
合は～」

114

19 11 「古くから伝わる祭や文化財、伝統芸
能など地域の伝統文化」を「古くから
伝わる祭礼・芸能・行事などの文化
や文化財」に修正。

文章の整理 ○意見を踏まえ修正しました。
「古くから伝わる祭り、芸能、行事な
どの文化や文化財」

115

19 11 「伝統文化や、」の後に「ふるさとの
自然、歴史的な雰囲気などの」を追
加

　今般の震災では、本県独自のの自然景
観、歴史的景観の多くが罹災、喪失しまし
た。残された自然や歴史的な建造物などを
地域の宝として再認識するとともに、地域
の伝統文化と同様に継承、保存、活用（振
興）される必要があります。「ふるさとの景
観」のイメージを具体的に示すため左記の
ような表現を追加することが望まれます。

○御意見のとおり修正しました。
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116

19 13 「地域の伝統文化」の後に「や自然、
歴史的建造物などの景観資源」を追
加

　今般の震災では、本県独自のの自然景
観、歴史的景観の多くが罹災、喪失しまし
た。残された自然や歴史的な建造物などを
地域の宝として再認識するとともに、地域
の伝統文化と同様に継承、保存、活用（振
興）される必要があります。「ふるさとの景
観」のイメージを具体的に示すため左記の
ような表現を追加することが望まれます。

○御意見のとおり修正しました。

117

19 14 「ふるさとの景観の再生を支援す
る。」を「ふるさとの景観の再生と一
層の魅力の向上を支援する」に修正

　「再生」については、地震、津波災害に
あった地域を従前の状態に戻すことのみを
イメージします。原子力発電所事故の風評
により大きなダメージを受けた本県観光の
振興には、以前にも増した魅力の向上が必
要と考えます。

○御意見のとおり修正しました。

118

19 21 「県民運動の取組み」を「県民運動等
の取組み」もしくは「県民運動に高め
るなど、その取組みを」に修正

　「県民運動」としての取組みだけで良いの
かが疑問です。（「国内外に発信する県民
運動」のイメージがつかめません。）

○御意見を踏まえ修正しました。
｢県民運動などの取組み｣

119

19 22 「ふくしまをテーマに議論する」を「ふ
くしまの未来を描く」等に修正

　何をテーマにするのかイメージされませ
ん。

○素案のとおりとします。
ふくしまをテーマとは、ふくしまに関
するもの全てを想定しております。

120

20 16 ①本県産業の再生・発展
（イ）被災により移転を余儀なく
され事業の継続ができない事業者
に対して、事業所用敷地や代替工
場の紹介などを通じて事業再開を
支援するとともに、原子力災害が
収束した時点において、これまで
の地域で事業が再開できるよう新
たな支援制度を確立する。また、
被災住民の生活安定のため、就業
の場及び住まいの確保に取り組
む。

原発事故により移転するための補助制度
は用意されているが、生まれ育った地元に
戻る場合の補助制度についての記載がな
いため、復興ビジョンに盛り込むべきと考え
る。

○御意見を踏まえ修正しました。
新たな時代をリードする産業の創
出①（追加）「（エ）ふるさとに帰還し
た際の生活や事業の再建に係る支
援を実施する。」

121

20 20 「支援する。」の次に「また、県外への
企業流出を防止するため、県内での
操業に関してインセンティブとなるよ
うな制度を創設する。」を加える。

放射能汚染及び風評被害は長期化が予想
されることから、既存企業の県外流出防止
についても長期的な取組みが必要となるた
め。

○御意見のとおり修正しました。

122

20 20 「紹介などを通じて事業再開を支援
する」を「紹介を含めた開業支援を行
う」に修正

　「紹介」だけではなく、財政的支援を含め
て支援すべきと考えます。

○素案のとおりとします。
御意見については、素案に含まれ
ていることで御理解願います。

123

20 20 「また、～」を「また、避難住民の生活
の安定のため、避難先における新た
な就業の場の確保に取組む。加えて
被災事業所等と従業員が一体となっ
た移転などについての支援を図る。」
に変更

　避難されている方〄が、避難している地
域において従前と同様な業種に就けるよう
な取組み、被災企業（工場、商店などを含
む）と従業員が一体となった移転、畜舎な
どの移転の対策も必要と考えます。

○素案のとおりとします。
御意見については、素案に含まれ
ていることで御理解願います。

124

20 29 新たな社会にふさわしい産業の育成
と雇用の創出

被災者の緊急的な雇用対策が重要である
とともに、喪失した多くの雇用の場を新たに
創出することが重要と考えられる。

○御意見のとおり、新たな産業の
創出により、雇用の場を確保する
必要があると考えています。

125

20 29 「⑶新たな時代をリードする産業の創
出」の前提条件となる放射能汚染の
影響からの脱却を明示することが必
要

　「③新たな経営・生産方式による農林水
産業の飛躍的発展」においては一部「放射
能汚染」の表現が見られますが、ｐ20の25
行（エ）や33行（イ）、ｐ21の18行目（イ）、25
行目の（エ）、36行目の（イ）についても、そ
の前提となるのが「放射能汚染対策」であ
り、こうした前提条件を表現的に整理したう
えで、施策を述べる必要があると考えま
す。

○素案のとおりとします。
新たな時代をリードする産業の創
出のリード文において、「原子力災
害などを克服し、～産業振興の取
組みを行う。」と記載しており、放射
性物質による汚染からの環境の回
復を前提としていることを御理解願
います。

126

20 31 図るとともに、原子力工学に関する
大学、学部の充実、更にはエネル
ギーの全ての研究機関を集積し、

将来は原子力に依存しない社会を目指す
が、当面原子力発電は新しい安全基準の
下、必要な発電手段である。また、原発事
故を機に、この地に今後のエネルギー基地
を建設し、新エネルギーはこの地から発信
すべきである。

○素案のとおりとします。
なお、御意見として参考にします。
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127

20 33 「ふくしまが誇る観光資源を再生・活
用し」を「ふくしまが誇る観光資源に
一層磨きをかけ、これを活用し」に修
正

　観光資源を再生するだけではなく、新たな
魅力を創出することが必要と考えます。

○御意見を踏まえ修正しました。
「（イ）ふくしまが誇る観光資源を再
生し、一層磨きをかけ、国内外から
～」

128

20 36 「ＭＩＣＥの誘致」の後に「や中国と関
係の深い本県の強みを生かし、中国
からの医療ツーリズムの受入を推進
する」を追加

　県として中国との友好提携を行っているこ
とをはじめ、県内自治体においては中国と
の交流が行われている自治体が多くありま
す。中国の医療滞在ビザ延長を踏まえ、中
国からの医療ツーリズムの積極的受入れ
が望まれます。
　また本県に「医療産業」を集積すること
で、この取組みを後押しすることも有効と考
えます。（本県は観光が主要な産業である
にもかかわらず、観光に対する施策（記述）
があまりにも尐なく感じます。）

○素案のとおりとします。
海外からのメディカルツーリズムに
ついては、県内で医師が不足して
いること、外国人受入れに労力が
いること、更には訴訟リスクが高い
ことなどの課題があり、受入体制が
十分に整っていないため、まずは
県内の医療体制の整備・充実を図
ることが重要であると考えておりま
す。

129

20 37 「今後成長が見込まれる～では」を
削除。「世界をリードする医薬品・医
療機器・医療ロボットの研究開発、製
造といった医療産業の集積、先端的
な医療機関の誘致に向け働きかけを
進めるとともに、産学連携による最先
端の医薬品・研究開発を支援する。
また」を追加

　医療産業の集積については、国の「東日
本大震災復興構想会議の提言」の中で「福
島県への集積」が提言されており、これを
受けるべく、国の提言と同様の力強い表現
とすることが望まれます。

○御意見を踏まえ修正しました。
「（ウ）～放射線医学の研究推進や
診断・治療技術の高度化などと関
連させながら、世界をリードする医
療機器・医療ロボットの研究開発、
製造といった医療産業の集積や創
薬開発への支援～」

130

21 9 「原子力発電に代わる」を削除 　「新たな産業の創出」は「原子力発電」の
代替といった視点ばかりではなく、全県的
な復興に必要なものと考えます。

○素案のとおりとします。
御意見については、原子力発電所
事故の影響が大きいことを考慮し
た記載となっていることを御理解願
います。

131

21 10 ⑶　新たな時代をリードする産業の
創出　②　新たな社会にふさわしい
産業の育成と雇用の創出
に、（キ）として次の事項を追加
「日照時間の長さなど浜通り地方の
恵まれた自然条件を生かし、太陽光
や蓄電池など新エネルギー関連企
業の誘致に取り組み、生産拠点とし
て新たなサプライチェーンの構築に
結びつける。」

震災により地域産業のサプライチェーンが
解体化されており、今後、地域性を生かし
た新たなサプライチェーンの構築を図る必
要があるため。

○素案のとおりとします。
御意見については、復興計画の中
で検討します。

132

21 13 農産物のモニタリング体制の強化に
対する施策を追加

現在作付けしている作物に対する対策、米
等のモニタリング体制の確保、家庭菜園等
の作物のモニタリングなどの対応が必要で
ある。

○具体的な施策は、復興計画の中
で検討します。

133
21 18 「野菜工場」と「植物工場」の語句の

統一
Ｐ３２の用語解説では、「植物工場」となって
いる。

○御意見を踏まえ修正しました。
用語解説を「野菜工場」に修正。

134

21 33 　(ｱ)産業・物流の拠点となる、小名
浜港や相馬港、工業団地などの復旧
と整備、災害に強く広域ネットワーク
の拠点である福島空港の活用を積
極的に図るとともに、（以下略）

　今回の大震災の影響を受けず、救援の
拠点ともなった福島空港について、国内外
に「安全・安心な福島」をＰＲするため。

○御意見のとおり修正しました。

135

22 7 「その情報伝達・避難誘導は困難を
極めた。」を「その情報伝達、避難誘
導、そして被災者支援は困難を極め
た。」に修正

原子力災害による被災者支援についての
記載がないため。

○素案のとおりとします。
当該項目は、防災機能、インフラ整
備などを中心に記載していることを
御理解願います。

136

22 9 「減災」と「防災」の区分けを明確にす
ること。

自然災害に対しての「減災」はわかるが、
原子力災害等の災害については「完全な
防災」の考えにより進めるべきである。

○素案のとおりとします。
原子力発電所の安全性の確保は
当然ですが、万が一の場合も想定
しなければならないことが今回の事
故で証明されたため、減災の考え
は必要と思います。
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137

22 17 「①ハード・ソフト両面から防災機能
が抜本的に強化されたまちづくり」を
「①ハード・ソフト両面から防災及び
被災者支援機能が抜本的に強化さ
れたまちづくり」に修正し、さらに、(イ)
の「様〄な代替手法の確保とネット
ワーク化により、万一の場合に対応
できる」を「様〄な代替手法の確保と
ネットワーク化により、被災者支援機
能の強化を図るなど、万一の場合に
対応できる」に修正

原子力災害による被災者支援についての
記載がないため。

○素案のとおりとします。
当該項目は、防災機能、インフラ整
備などを中心に記載していることを
御理解願います。

138

22 19 防災に関する計画の見直し 市町村での地域防災計画の見直しも早急
に必要な課題となっていることから、市町村
との連携、市町村計画のモデル等早期に
示されることが必要と考えられる。

○御意見として参考にします。

139

22 20 様〄な代替手法 今回の震災において本町に係る国道４号、
主要地方道に壊滅的な損壊はなく早期に
復旧がなされ大きな支障は生じなかった
が、今後の備えとして、さらに震災に備えた
強固な整備あるいは国道４号の４車線化な
どにより避難、輸送のルート確保が必要と
考えられる。

○素案のとおりとします。
県土の復興に向けた道路ネット
ワーク構築に対する支援として、平
成23年７月21日に国へ要望してお
ります。なお、国道４号線の拡幅も
含まれています。

140

22 21 「万一の場合に対応できる」を「万一
の場合にも対応できる」に修正

　「万一の場合」の対応だけではなく、日常
的にも「余力（利便性等も兼ね備えた）」を
もったまちづくりを進めることが必要と考え
ます。

○御意見のとおり修正しました。

141

22 23 県と各市町村の確実な通信網の確
立を追加

県と各市町村の電話線の遮断など、通信
網が寸断され通信できなくなっていた。その
ために、正しい情報が伝わらず、例えば、
浪江町民の方〄が線量の高い津島に避難
したまま4日間いるようになったのではない
かと考える。
このことから、県と各市町村は、正しい情報
を県民に伝えることが大切であると考える。
特に、緊急時における通信網の確立が大
切であり、避難先でも情報がキャッチできる
防災無線の充実が必要と考える。
県の防災センター等を設立し、「漏れなく、
正しい情報を、確実に、早く伝える」ことが
できる防災無線等の通信整備に取り組ん
でほしい。

○素案のとおりとします。
御意見については、災害に強く、未
来を拓く社会づくり①（イ）に含まれ
ていることで御理解願います。

142

22 24 国道114号も大切であり、5年での対
応を要望する。

国道114号は避難のための中核を担い、医
療、防災のために重要な基盤となった。浜
通りと福島市、伊達市との連携を図るため
にも重要である。

○御意見として参考にします。

143

22 25 今回の震災で大きな役割を果たした
「磐越自動車道（完全4車線化）」、
「磐越西線」、「会津鉄道」、の機能強
化に加え、「会津縦貫自動車道」の
早期整備を加える。

　「ふくしま及び東北を支える新たな県土づ
くり」には、今回の震災に大きな役割を果た
した会津地方における交通網の拡充、整備
も欠かせないものと考えます。また「会津地
方」を通る交通軸についも「相双地方の復
興」に寄与するものと考えます。

○素案のとおりとします。
被災の大きかった浜通りを中心に
記載していることを御理解願いま
す。

144

22 27 「縦・横6本の基幹的道路」を明示す
べき。

　「縦・横6本の基幹的道路」がどこなのか、
県民がわかるようにすべきと考えます。

○素案のとおりとします。
６本の基幹道路は14本あり、全て
記載することは文章の構成上、難し
いため、記載しませんでした。な
お、基幹道路は次のとおりです。
【縦・中通り軸】東北縦貫自動車
道、国道４号
【縦・浜通り軸】常磐自動車道、国
道６号
【縦・会津軸】会津縦貫北道路、会
津縦貫南道路、国道118号(R121～
R49)、国道121号
【横・北部軸】東北中央自動車道、
国道13号、国道115号(R6～R4)
【横・横断道軸】東北横断自動車
道、国道49号
【横・南部軸】国道289号
（福島県土木部「ふくしま道づくりプ
ラン」による）
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145

22 29 最悪の状況において住民を支援する
機能を確保するために、県庁や合同
庁舎の耐震性確保を優先的に実施
して頂きたい

今般の災害で、初動やその後の対応で遅
れが生じ、現場の自治体は非常に厳しい
状況に置かれた。その原因の一つとして、
県庁や合同庁舎など災害対応にあたる主
要庁舎が最初に被災したことが挙げられ
る。今回の反省を踏まえ、必要な投資とし
て確実な整備を図られたい。

○県庁舎及び県合同庁舎に関して
は、耐震性の確保されていない庁
舎の耐震対策を引き続き実施して
いきたいと考えています。

146

22 30 「インフラの防災機能の強化を図る」
を「インフラの防災機能の整備と強化
を図る」に修正。

救援物資等の円滑な配送に当たっては防
災中継拠点が必要であり、特に基幹となる
国道を中心とした整備が必要となるため。

○素案のとおりとします。
機能の強化は整備の面も含まれて
いることを御理解願います。

147

22 31 （ウ）（略）福島空港を最大限活用で
きるよう、その機能強化を図る。

福島空港が拠点として機能するためには、
県中以外の各地域と空港のアクセスを充
実させ、さらに利用促進を図る必要がある
と考える。

○御意見のとおり、福島空港の利
用促進を進めていきたいと考えて
います。

148

22 32 「緊急時の交通ネットワーク・救援物
資の輸送・備蓄の拠点として福島空
港を最大限活用～」に「磐越自動車
道」、「磐越西線」、「会津地域」を加
えるべき。

　今般の震災において、本県をはじめ東北
地方被災地への物資の輸送、人の移動に
大きな役割を果たしたのは、「福島空港」の
みではなく、「磐越自動車道」、「磐越西
線」、「会津鉄道」、国道118号、121号が果
たした役割は非常に大きいものと認識して
います。特に「磐越自動車道」については、
中越沖地震の際にも大きな役割を果たした
経過にもあります。
　東北から首都圏、さらには関西以へとつ
なぐ交通の結節点を持つ「会津地域」も、交
通ネットワーク・救援物資の輸送・備蓄の陸
上輸送の拠点として位置づけることが災害
に強い県土形成に必要ではなかと考えま
す。（今般の震災のように太平洋岸の港湾
が壊滅的な被害を受けた場合は、日本海
側の港湾が重要な役割を担うことも考慮す
べき。）

○素案のとおりとします。
御意見については認識しておりま
すが、ここでは空港と港湾の例示に
とどめたことを御理解願います。

149

23 7 災害に強く、将来像を共有しながら
進める地域づくりに「土地利用の再
編等を速やかに実現できる仕組みづ
くり」を加えること。

原子力災害で被害を被った福島県太平洋
沿岸市町村（いわゆる福島県浜通り地方）
の住民は、住居、宅地、商業施設等を失っ
て、福島県内陸部等へ緊急避難しており、
原発事故の収束作業、その後の放射能除
染作業は、相当長期の時間を要する見込
みである。また、除染が進んでも、場所に
よっては、元の住居等へ戻れる保証がない
住民が生じる恐れもある。
　そうした中、避難住民からは、可能な限り
まとまったエリアでの生活再生を望む声が
出ており、現在の避難先である福島県内陸
部市町村の中に、新しい居住、生活、経済
活動エリアの確保をしたい機運がある。
　これらに応えるため、受入先市町村の土
地利用について、土地利用規制等の緩和、
避難者の住宅地・経済活動施設等の一体
的な整備等の特例措置の対象となるように
すべきである。

○素案のとおりとします。
御意見については参考とします。

150
23 7 防災集団移転促進事業でも、分譲で

きるように制度要望してほしい。
○御意見として参考にします。

151

23 7 沿岸被災地域について、高台移転希
望もあれば、減災で今のところにす
みたいという希望もある。都市計画を
含めて県の考えを示してほしい。

いわきでは沿岸部で１５地区が被災した。
現在地元の意見を聞いている段階だが、そ
れぞれの地区で考え方が違う。

○地域の声を踏まえた、被災地域
のまちづくりなど進める必要がある
と考えております。

152

23 17 「コンパクトで人中心のまちづくり」に
ついて

素案のコンパクトシティの記載では、中山
間地域に人を住ませないというふうにとら
えかねない。

○御意見を踏まえ修正しました。
「～将来の土地利用を踏まえ、近隣
の農山漁村と連携を図りながら、自
然環境、景観やユニバーサルデザ
インにも配慮した、歩いて暮らせる
コンパクトで人中心のまちづくりや
地域づくりを進める。」

153

23 20 避難受入自治体において、被災自治
体と連携した災害に強い新たな居住
コミュニティづくりを追加。

何年先にふるさとへ戻れるのかわからない
状況において、避難受入自治体に、被災自
治体の住民が定住するための新たな居住
地域の設置や災害に強い新たなコミュニ
ティづくりに取り組む必要があると想定され
るため。

○素案のとおりとします。
御意見については、地域のきずな
の再生・発展①に含まれていること
を御理解願います。
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154

23 25 「（イ）～避難誘導などの強化、福祉
避難所の十分な設置、要介護者の
～」

福祉避難所の設置を位置付けてほしい。 ○御意見のとおり修正しました。

155

24 2 防災リーダーの育成 今後、防災士の育成、防災ボランティアの
確保等が重要と考えられることから、福島
県独自の研修システムの構築等必要と考
えられる。

○防災の研修システム構築等につ
いては、今後参考にします。

156

24 9 「今回の災害」を「今回の震災、さら
には原子力災害」に修正

　「アーカイブセンター」については、他県で
も同様の動きがあります。本県において
は、地震による被害とともに、原子力発電
所事故による原子力災害が加わっており、
「原子力災害」を明示し、この目に見えぬ災
害が県民に与えている不安と恐怖を後世
に伝えるべきと考えます。

○御意見を踏まえ修正しました。
「今回の地震・津波災害及び原子
力災害」

157

24 9 戦略性を持ったアーカイブセンターの
設置について

アーカイブセンターについては複合災害研
究拠点として検討頂きたい。この悲惨極ま
りない災害を後世において忘却させること
なく、亡くなられた方〄の鎮魂、苦痛を味
わった教訓の着実な継承を図るためにも、
本災害の伝承拠点と複合災害の研究拠点
を設けることが必要である。さらに、このよ
うな拠点を設けることで、世界的な特別な
意義を有する地域として、我が国における
社会的なコンセンサスを長期的に確保する
ことが可能となる。そのようなコンセンサス
が長期的に継続することで、再生可能エネ
ルギーや医療拠点の整備等が重点的かつ
長期的な継続が可能となる。

○御意見を踏まえ修正しました。
災害に強く、未来を拓く社会づくり
⑧「（ア）～人類史上経験がないよ
うな今回の地震・津波災害及び原
子力災害の体験や～」
なお、御意見は参考にします。

158

25 11 再生可能エネルギーの推進地域に
ついて、「原発事故被災地域におい
て」との記載を明記頂きたい。

原発事故被災者の多くは、放射能の不安
だけでなく、主要産業の喪失という課題を
抱え、将来の展望が見いだせない状況に
ある。その課題に対する対応として掲げた
項目だが、住民不安を受け止めると、当該
地域において、県として将来性のある代替
雇用先を用意していくことを明確に示してい
くことが必要ではないか。

○御意見については、復興計画の
中で検討します。

159

25 18 「大幅な普及」を「大幅な普及のため
の取組み（支援）」に修正

　「大幅な普及」のための対応策が必要と
思われます。

○素案のとおりとします。
「大幅な普及や～を進める」と記載
しています。

160

25 20 （エ）太陽光やバイオマスを活用した
エコタウン都市を建設し、内外に発信
する。

災害時にもエネルギーを自家調達できる地
区を建設することにより、再生可能エネル
ギーモデルとして、今後のエネルギー行政
の先駆けとしたい。

○素案のとおりとします。
御意見については、再生可能エネ
ルギーの飛躍的推進による新たな
社会づくり②に含まれていることを
御理解願います。

161

25 22 「導入などを進め」を「導入に対しイン
センティブを与える制度の創設など」
に修正

　前記同様、家庭や企業における再生可能
エネルギーの普及においては、何らかの支
援が伴わなければ普及促進は図れませ
ん。
　本県全域をモデル地区として取組みを推
進する（28行の「それぞれの豊かな自然環
境」に対応）など、国や再生可能エネル
ギー関連企業からの支援を含め、県が主
体的に取組む姿勢を表現すべきと考えま
す。

○素案のとおりとします。
導入などを進める具体的な施策
は、復興計画の中で検討します。

162

25 30 再生可能エネルギーによる発電や熱
利用を大きく進める

田村市内で風力発電事業を行う電源開発
㈱によれば、行政が特区を利用して後押し
してくれることにより、風力発電の導入が促
進されるとのことである。

○御意見として参考にします。

163

25 32 再生可能エネルギー関連産業の集
積

国が積極的に設置することが必要と考えら
れる。

○東日本大震災からの復興の基本
方針に、福島県における再生可能
エネルギーの研究拠点の整備、関
連産業の集積が盛り込まれまし
た。
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164

25 35 「スマートグリッド～」の前に「再生可
能エネルギーの利用とともに、蓄電
池の導入やガスなどを活用したコ
ジェネを総合的に組み合わせ、地域
で自立したエネルギー供給システム
を確立するとともに、」を追記

　国の「東日本大震災復興構想会議」の提
言にも、左記追記と同様の記載があり、本
県がエネルギー供給のモデルとなるために
も、エネルギー自立を進める必要があり、
再生可能エネルギーとともに、蓄電池やガ
スコジェネを組合せたシステムの構築が有
効と考えます。
　特に　ガスの活用は、日照等の影響を受
ける太陽光発電に比し、普及速度が速いも
のと考えられ、またガス供給と関連機器に
ついては、地域企業との関連も深く、地域
経済への効果も期待できます。

○御意見については復興計画で検
討します。

165

26 1 原子力災害対応の前提条件が除染
が可能であることが前提となっている
が、完全に除染できない場合の計画
も作成する必要があるのではない
か。

当自治体の場合、汚染濃度が非常に高い
ため

○復興ビジョンでは避難者がふるさ
とで元気な生活を取り戻すことがで
きることを思って策定しています。
なお、復興計画では原子力事故の
収束状況等を踏まえて追加・修正
を行います。

166

26 12 原子力に係る国際機関の誘致を含
める

朝日新聞の特集記事「グローブ（6／19～
7/2）」によれば、国際放射線防護委員会に
は本部組織はなく、世界各国で放射線関連
の研究や業務に携わる約250人の専門家
のネットワークで、専従はカナダに住む2名
のスタッフだけとのこと。本部組織がないの
であれば、FUKUSHIMAへの誘致の可能性
は期待できる。

○御意見として参考にします。

167

26 19 「世界的な権威による放射線量の基
準づくりを国に要請する」旨を追記

　国が定める様〄な放射線量の基準設定
に対する不信感を払拭するため、世界的権
威による放射線量の基準を設定することが
望まれます。
　このことにより、全世界にフクシマの安全
性をアピールできるものであり、フクシマの
みならず、日本の信頼回復につながるもの
と考えます。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応「県民の健康確保」
（ク）～さらに、国に対し放射線に関
する各種安全基準の早急な設定
や、健康に関する情報の迅速な開
示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

168

26 19 全県におけるモニタリングの充実・強
化に農産物に対する放射性物質測
定の実施強化を追加。

風評被害対策としてだけではなく、安全安
心のために、農産物やその加工品に対す
る測定体制を強化する必要があるため。

○素案のとおりとします。
御意見については、緊急的対応
「風評被害対策強化」に記載してい
ます。

169

26 25 「評価し、県民にわかりやすく情報発
信する。」を「評価し、評価の根拠とな
る基準などその内容も含め、県民に
わかりやすく情報発信する。」に修正
する。

モニタリングの数値の意味するところ、健康
にどの程度の影響をおよぼすのか、判断で
きるわかりやすい基準が示されていないこ
とが、住民の大きな不安へと繋がり、県外
への自主避難や風評被害等の要因となっ
ているため。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応⑧（ク）～さらに、国に
対し放射線に関する各種安全基準
の早急な設定や、健康に関する情
報の迅速な開示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）
・原子力災害対応①（ウ）「各種の
環境放射線のモニタリング結果を
一元的に解析、評価し、県民にわ
かりやすく迅速に情報発信するほ
か、放射線に関する知識の普及を
進める。」

170

26 25 モニタリング結果の解析、評価、情報
発信

原子力災害による放射線量に対する住民
の理解、対策のために各市町村では講演
会等により対応しているが、統一された基
準、見解ではない状況にあることから、今
後は、福島県全体で統一された基準のもと
に対応することが重要と考えられる。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応「県民の健康確保」
（ク）～さらに、国に対し放射線に関
する各種安全基準の早急な設定
や、健康に関する情報の迅速な開
示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

171

26 25 評価すると共に、数値としての指標を
掲げ、県民に分かりやすく・・・発信す
る。更に、ステップⅡ以降の工程表を
早期に国に求めていく。

数値を示すことが何より安心を提供できる
ことから、帰宅に向けては、ステップⅡ以
降、どの段階で帰宅できるのかを国に求め
ることが住民の願いであるから。

○御意見を踏まえ修正しました。
原子力災害対応⑦「（イ）～早くふる
さとに戻るための口程表の提示と
十分な説明を国に強く求めるととも
に、国及び～。」
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172

26 28 ②身近な生活空間における放射線
量の徹底した除染の実施に
「（イ）緊急的に実施する市町村や住
民の除染活動を支援するとともに、
除染により発生した土砂等の廃棄物
の処理方法と処分場所を早急に明ら
かにする。」を追加する。

今現在、住民は放射能の影響を受けてお
り、除染は、緊急に実施すべき課題であり、
市町村や住民が自主的に実施する活動を
全面的に支援する必要があるため。

○御意見を踏まえ修正しました。
緊急的対応「モニタリング強化及び
環境浄化」（カ）国の責任において、
放射性物質に汚染された災害廃棄
物、下水汚泥などの処分方法を明
示することや最終処分先を確保す
ること、さらにはこれらの処理に要
する費用を全額負担することを求
めていく。
・原子力災害対応②（ウ）〃（再掲）

173

26 28 身近な生活空間における放射線量
の徹底した除染の実施について、一
般住宅における除染方法及び指導を
追加する。

公共施設等における除染の実施は示して
いるが、特に身近な生活空間である一般住
宅での放射線対策が不可欠であるため。

○御意見については、今後の取組
みの中で検討します。

174

26 28 現状の数値を考慮した市町村別の
年間被ばく線量の目標値を具体的に
示す必要があるのではないでしょう
か。

「徹底した除染の実施」をするためには、目
標値は必要だと考えます。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応「県民の健康確保」
（ク）～さらに、国に対し放射線に関
する各種安全基準の早急な設定
や、健康に関する情報の迅速な開
示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

175

26 28 除染を行う場合の「基準」の考え方等
を加える。

　身近な生活空間の除染について、実施範
囲や優先度を考慮する際の基準が明確に
なっていない状況にある。また、特に子供
の生活に関して独自に基準を設ける自治
体の動きもあるので、「基準」について、国
に求めるのか、県で設けるのかなど方向性
を示していただければと思います。
　どの数値まで低減するのかが不明。

○御意見を踏まえ修正しました。
・緊急的対応「県民の健康確保」
（ク）～さらに、国に対し放射線に関
する各種安全基準の早急な設定
や、健康に関する情報の迅速な開
示を求める。
・原子力災害対応④（ア）～〃（再
掲）

176

26 29 「学校、通学路」を「学校、通学路、生
活が営まれる家屋」と加筆。

私有財産として「農地」を除染の対象に掲
げるのであれば、全ての私有財産も当然対
象として明記すべき。

○素案のとおりとします。
「学校、通学路など」と記載していま
すので、対象とはなることを御理解
願います。

177

26 29 （ア）警戒区域はもとより、ホットス
ポット等、空間線量の多い地区につ
いては、大規模除染を実施すると共
に、学校、通学路・・・・

警戒区域については、帰宅するための必
要条件がまずは除染であることから、一歩
踏み込んで記載していただきたい。

○御意見を踏まえ修正しました。
原子力災害対応②（追加）「（エ）特
に高いレベルの放射性物質に汚染
された地域については、国の責任
において、徹底した除染を行い、住
民帰還に向けた環境回復を図るこ
とを求めていく。」

178

26 34 　放射性物質に汚染された大気・土
壌・農地・森林などの浄化について
は、あくまでこの地に住み続けるとい
う生活者の視点を踏まえ、世界の英
知を結集して調査研究を進めるとと
もに、県内を拠点とした国際的な研
究機関の整備により、技術的開発や
実証実験を行う。

　本県が抱える問題の大きさと長期的対応
の必要性を強く訴えるため。

○素案のとおりとします。
リード文で、すべての県民が安全で
安心に暮らすことのできる社会を目
指すと記載していることを御理解願
います。

179

27 3 「高いレベルの放射性物質に汚染さ
れた廃棄物の処分は福島県を最終
処分場にはしない」とあるが、「高い
レベル」の具体的定義如何。

○通常の廃棄物最終処分場で処
分できないレベルの放射性物質を
含む廃棄物と考えています。

180

27 3 （エ）「高レベルの・・・」 「高レベル」は具体的に示すべき。 ○通常の廃棄物最終処分場で処
分できないレベルの放射性物質を
含む廃棄物と考えています。

181

27 10 （イ）（略）最先端治療拠点を創設す
る。また、国際的な保健医療機関の
誘致を進める。

長期的な視点に立って県民の利便性を考
慮すると、県中地区に誘致することが最適
である。なお、本市においては、工業団地
予定用地としての１５０ｈａを提供する用意
があり、今後の県民の健康の保持・増進に
関して、その一翼を担いたいと考える。

○具体的な拠点については、復興
計画の中で検討します。

19/21



№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

182

27 10 「県立医科大学」に「会津統合病院
（仮称）（会津医療センター（仮称）」を
付記

　福島県内は放射線量が高い地域と比較
的低レベルの地域があり、より精度を高め
た放射線医学に関する研究等には、地域
の放射線量等の状況を考慮し、放射線量
の低い会津地域への設置を検討すべきと
考えます。
　会津においては、県立医科大学の附属病
院として「会津医療センター（仮称）」の整備
が進められており、当該施設がこれを担う
ことが望まれます。

○素案のとおりとします。
具体的な拠点については、復興計
画の中で検討します。

183

27 10 　県立医科大学などでの放射線医学
に関する研究や診察機能を充実強
化するとともに、既設の周産期医療
の拠点病院を中心に、その機能や人
材の再編などにより、長期的な子ど
もたちの健康管理体制を整備するな
ど、放射線健康障害の早期診断・最
先端治療拠点を創設する。（以下略）

　特に乳幼児や児童など、次代を担う子ど
もたちの健康を守ることは最も重要かつ喫
緊の課題であり、子どもたちの長期的な健
康管理体制の整備を行う必要があるため。

○素案のとおりとします。
御意見については認識しています
が、ここでは全ての県民を対象とし
た内容になっております。

184

27 16 ⑤、⑥について、双葉郡、双葉地方
を重点的に実施する旨の表記が必
要

双葉郡・双葉地方は原発事故の被害を一
番多く受けていて、このままだと自治体の
存続自体が危うくなってしまう可能性があ
るため、産業・機関の整備が必要不可欠で
あるため。

○素案のとおりとします。
具体的な場所等については、復興
計画の中で検討します。

185

27 16 原子力災害を克服する産業づくりに
おいて、再生可能エネルギー等の重
点整備を記載頂きたい。

現記載内容は、「放射線不安・風評被害を
克服する産業づくり」が適切。仮にタイトル
を現行のままとするならば、原災被災地に
雇用の場を生み出す観点も含め、再生可
能エネルギーや低炭素エネルギー拠点な
どの集中整備といった重要施策を盛り込む
ことが必要ではないか。

○素案のとおりとします。
御意見については、原子力災害に
より最も影響を及ぼしている放射線
不安･風評被害を払拭することが雇
用を生み出すことで御理解願いま
す。

186

27 35 放射線による子どもの健康モニタリ
ングや健康被害防止対策が可能な
施設を県内に設置するような項目・
原子力災害に関する調査研究機関
を地元に設置するような項目を追加
してはどうか。

須賀川市長から提言のあったような施設を
地元に設置し対策が必要と思われるため。

○御意見として参考にします。

187

28 3 　原子力発電所事故については、事
故そのものに対する検証内容はもと
より、事故収束のためのあらゆる事
項に関し情報開示を求めるとともに、
国の責任の下、国際的にも通用する
適切な安全基準を制定するよう、国
に対し強く働きかけていただきたい。

　復興を進めるにあたっては、原子力事故
に対する情報開示とともに、適切な安全基
準の制定が重要であるため。

○御意見の内容を平成21年７月21
日に国へ要望しました。

188

28 11 「全損害の迅速な賠償・補償」の前
に、「国の避難指定や出荷制限等の
措置の有無にかかわらず」を加え
る。

避難指定等区域外における放射能の影響
や風評被害なども含む損害として、「全損
害」の内容を明確にするため。

○素案のとおりとします。
原子力賠償の範囲は、原子力損害
賠償紛争審査会で整理されること
になります。

189

29 1 国のビジョンが定まっていなので具
体性が欠けるが、福島県としての強
い意志をもっと示してよいのではない
か。

大胆な発想の具体的な内容を加えた方
が、県の強い意志を感じられるため。

○具体的な内容については、復興
計画の中で検討します。

190

29 16 未曾有を修正 「県は、未曾有の災害に対して、」とある
が、「原発は人災である」と捉えている。「未
曾有」という表現ではない別な表記ができ
ないか。

○素案のとおりとします。
原子力災害に未曾有という表現を
用いても問題はないと認識していま
す。なお、国の復興の基本方針で
も記載しています。

191

29 16 県の役割について、市町村を支援す
る役割だけでなく、専門性、広域性を
担う自治体として、主体的な関与を
行う部分も記載することが必要では
ないか。

今回の被災において、市町村の役割が大
きいことは広く認知されたところであり、そ
れを受けた記載は適当であるが、本県にお
ける広域自治体としての県も、より主体的
な課題解決を図る旨の記載があることが望
ましいのではないか。

○素案のとおりとします。
御意見の趣旨は、「復興ビジョン実
現のために」などに含まれているこ
とを御理解願います。

192

31 1 文言、用語解説 横文字、専門用語が多い。巻末に用語解
説があるが、「そのページの下の欄」にも書
くか、「注○○」とでも表記し、後ろに解説が
あるのが分かるようにしてほしい。

○御意見を踏まえ修正しました。
注釈を付け、後に用語解説を載せ
ました。
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№ 頁 行 該当項目名 意見等の内容 県の考え方

193
31 10 「といいます。」を「という。」に修正。 他と統一するため。 ○御意見のとおり修正しました。

194
31 11 「インフラ」「トレーサビリティーシステ

ム」を追加
解説を追記して欲しい ○御意見のとおり修正しました。

195

35 1 「1　人的被害及び住宅被害」の表に
は県内全ての市町村の状況を記載
する。

　被害状況については、地震による被害の
無かった市町村を含め、県内全ての状況を
記載すべきと考えます。県の復興ビジョン
であるからこその対応が必要と思われま
す。

○御意見のとおり修正しました。

196

37 7 「農林畜水産業」の表現統一 本文中「農林水産業」との表現が多数出て
くるが、ここで新たな表現が使われるため、
用語の統一が必要。

○素案のとおりとします。
参考資料においては、分野に畜産
も含まれていることを明示したいた
め、「農林畜水産業」しましたことを
御理解願います。
なお、記載については代表的なも
の（農業、漁業）を示しています。

197

- - （仮称）ふくしま原発事故復興特別措
置法の創設を強く求めること。

　本県は、地震・津波の天災と原発災害と
いう人災による大きな被害を受けることとな
り、この被害は終焉が見出せない甚大な損
害と被害にあうこととなった。
　このことから特別措置法の制定により、包
含的な復旧を国の法律制定により進める
べきであり、特に税制面、財政面、各種法
律によらない特別対策地域と明記した法律
制定をすべきである。

○特別法の制定については、「復
興ビジョン実現のために」へ記載し
ておりますし、平成23年７月21日に
国へ要望しています。

198

- - 福島県復興ビジョンは復興基本法に
ある地方自治体の責務規定に基づく
ものという理解でよいか。

福島県復興ビジョンは復興基本法にある地
方自治体の責務規定に基づくものという理
解でよいか。

○復興ビジョンは復興基本方針が
決定する前に策定作業を行ってい
ましたが、国の方針にも合致してお
りますので、責務規定に基づくもの
と位置付けることはできると認識し
ています。

199

- - 今後、市町村が復興計画を策定する
ということになるのか。

今後、市町村が復興計画を策定するという
ことになるのか。

○各市町村が被災状況を踏まえ、
策定の判断を行うものと認識してい
ます。

200

- - 全体的ビジョンの優先順位はどうか。 ビジョン全体の優先順位としても福島県は
原子力災害からの復旧でなないでしょう
か。
県内外に避難した人が戻るための措置を
第一として、全ての計画は「除染なくして・
復旧・復興なし」ぐらいの強い意志と目的が
なければ、ビジョン実行が不可能と思われ
るため。

○ビジョン全体としては、基本理念
があり、その下に主要施策を位置
付けていますが、優先順位は特に
設けておりません。
また、除染については緊急的対応
と原子力災害対応に記載している
ことで御理解願います。

201

- - 沿岸域の復興について、項目を設定
し、県としての考え方を記載する。

原子力災害を除けば、最も被害が大きかっ
たのは沿岸域であり、その復興について、
県としての考え方を示す必要があると思わ
れるため。

○地域別の取組みについては、復
興計画の中で検討します。

202

- - 帰還への工程表を具体的に記載す
べき。

○御意見については、原子力発電
所事故の収束状況を踏まえ、復興
計画の中で検討します。

　※　意見の内容が同じものについては、ひとつにまとめて記載しています。
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